


























れていた記帳と帳簿書類の保存義務（所得税法 231 条の 2）が記帳・
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札幌法学 24 巻 2 号（2013）




















































商事法上の記帳・帳簿保存義務は、まず先にあげた商法 19 条 2
項および 3 項に規定される。また、会社法制定後においては、株式







札幌法学 24 巻 2 号（2013）
は、その第 3 章に「商業帳簿」と題して、第 4 条（通則）、第 5 条（会
















































































帳簿保存義務を課される。すなわち、所得税法 148 条 1 項が青色申





いない。ただし、平成 26 年 1 月 1 日以後、事業所得等を有するす
べての納税者は、記帳・帳簿保存義務を負うこととなる。
この所得税法と法人税法とにおける記帳・帳簿保存義務に関する




























































わない「簡易な記録の方法」が所得税法施行規則 56 条 1 項ただし

































ところで、平成 26 年 1 月 1 日からの事業所得等を有するすべて
の納税者に課される記帳・帳簿保存義務については、未だ明確なる
内容は示されていない。しかし、国税庁ホームページやそのパンフ












④農業所得（Bénéfices de l’exploitation agricole）、⑤給与所得
（Traitements, salaires, indemnités）、⑥自由業等所得（Bénéfices 
des professions non commerciales）および⑦資本所得（Revenus 












事業者の所得は 2011 年度で一般販売業などで 81,500 ユーロ以下と
され（CGI.art.50-0）、実額課税制度の適用を受ける事業者の所得は
2011 年度で一般販売業などで 777,000 ユーロ超とされ（CGI.art.302 
septies A, 302 septies A bis）、簡易実額課税制度の適用を受ける所











不動産所得の金額は、総収入金額（le montant de revenu brut）と





















































































札幌法学 24 巻 2 号（2013）

























































































































簿保存義務を大胆に減免され、課税期間終了の年末（12 月 31 日）
に一括した総収入金額と必要経費とを帳簿に記録することのみを課
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centres de gestion agréés：CGA ） （CGI, art.1649 quater C）と自
由業者向けの税務公認団体（les associations agréées ：AA）（CGI, 














札幌法学 24 巻 2 号（2013）
注
1 財務省『平成 23 年税制改正』（財務省パンフレット、平成 24 年 3 月）3 頁掲
載の納税環境整備に関する項目のうち「処分の理由附記等」に関する記述参照
（同省ホームページ内 > 税制 > 出版 物等 > パンフレット >「平成２３年度
税制改正」：http://www.mof.go.jp）。
2 国税庁タックスアンサー（国税庁ホームページ http://www.nta.go.jp 内、ホー
ム > 税について調べる > タックスアンサー > 所得税 > 事業主と税金）掲載
「No.2080 白色申告者の記帳・記録保存制度」記事の「１　白色申告者の記帳・
記録保存制度の概要」の（注）を参照。





理由附記（同法 130 条②）、推計による更正または決定除外（同法 131 条）がある。
5 財務省ホームページ（前掲）内 > 書簡の法令・告示・通達等 > 告示（昭和 50 年～）
に掲載、参照。
6 同上、告示（昭和 40 年～）に掲載、参照。
7 国税庁ホームページ（前掲）内 > 申告・納税手続 > 所得税（確定申告書等作
成コーナー）> 個人で事業を行っている方の帳簿の記載・記録の保存について、
参照。パンフとしては、国税庁が平成 24 年 5 月に配布した「平成 26 年 1 月 1
日から記帳・帳簿等の保存制度の対象者が拡大されます」がある（上記ページ
にリンクされている）。




ルフェ制度－所 得課税を中心に－」法学研究年報 12 号（日本大学大学院法
学研究科、1982 年）1 － 44 頁参照。なお、現行のフランス課税制度てのフォ
ルフェ制度の適用は、農業所得のみであり（CGI.art.64）、他の商工業所得等で
はマイクロ事業者の課税制度として規定されている。
10 Vo i r ,  Chr i s t i an  de  Lauza inghe in  e t  Mar ie -Hé lène  S taub le -de 
Lauzainghein,Mementos dalloz Droit fiscal, 14éd,Dalloz,2009,p158. 
11　所得税法基本通達 26-4 参照。
12　同上 26-9 参照。
13　税理士は、関与先からの報酬で業をなしている。しかし、税務申告の代理業
務など税理士業務は、国行政の補佐であるともいえる。隣国韓国では、税理士
に相当する税務士が電子申告を仲介すると、韓国政府からのインセンティブ
（報奨金）が支払われていると聞く、日本政府も、電子申告を代理する税理士
に一定の報奨金を支払うべきではないか。
帳簿に基づく所得課税の再考（伊藤） 
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【追記、梶浦先生追悼】
木曜日の夜、彼が６時限（１８時から１９時半まで）の大学院講
義を終え、私が７時限の講義へと向かう時に、節電で真っ暗になっ
た廊下ですれ違い、「お疲れさま」と互いに声をかけあった日々が
懐かしい。彼への最後の言葉も「ありがとう、お疲れさま」であっ
た。彼が商法、私が税法、専攻は異なるが、研究対象は同じともいえ、
これからの彼がすばらしい研究成果を世に問い、多くの弟子を育て
るものと期待していた。残念である。彼の一番弟子が私の預かると
ころとなり、彼も梶浦先生の教えを受け今後税理士として活躍する
であろう。梶浦先生の代役を十分に果たせたかは疑問である。しか
し、梶浦先生の教育・研究成果はゼミ生や院生等に引き継がれたも
のと確信している。
合掌
